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　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　【要 約】

　紛争は 人 道上 の 悲 劇を 引 き起 こ し、 人 々 か ら教育 を奪 い 去 る 。 国際社会で

は 1990 年 代の 議論や 経験 を通 して 、 被災 し た人 々 の 教育の 権 利を保 障す る

動 きが高 ま っ た 。 緊急復興過程で の 教育支援 で は 、 国連機関 、 人道 ・開発援

助機関 、 NGO な ど 、 様々 な ア ク タ ーが 混在 し活動 して い る 。
こ う した 多様

な ア ク タ ー
の 協働 を 促 進 す る た め に 構 築 さ れ た 国 際 的 ネ ッ ト ワ

ー ク IINEE」

の 活 動 や取組 を 分析 した 。 INEE は情報通 信技術 を活 用 し 、 世 界 に散 らば る

多様な ア ク タ
ー

を結び っ け、
コ ミ ュ

ニ ケ
ー シ ョ ン や 連携を促進 して い る 。 支

援 内容 の 質的議 論、 知見 の 集積 と体系的整備、 そ の 普及 と実践 そ して フ ィ
ー

ド バ
ッ ク へ と、 発足 か ら 5 牢を経て 、 活動に ひ と っ の サ イ ク ル が 出来つ っ あ

る 。 INEE を通 じた多様 な ア ク タ
ー

の 協働 は、 ネ ッ トワ
ー ク を緩 やか で は あ

るが
、 強固 な迎携の ツ ール と して

、 支援の 現 場そ して 国 際社会に 作用 して い

る 。 今後 、 協働 の 空間を さ らに 拡大 し深化 さ せ て い く 一ヒで 、 緊急 ・復興 ・開

発 へ と繋 が る時 間軸 を 明確 に 視野 に 入 れ 、 国際社会 に よ る現行 の 支援 の 不均

衡 へ の 取組を強化 し 、 多様 な ア ク タ
ー

の 協働 に お け る多様性の 尊重 を
一

層意

識 して い く必 要が あ る 。

【キー
ワ

ー ド】

紛争 、 緊急復興教育支援 、 tNEE 、 多様 な ア ク タ
ー

、 協働

1． は じめ に

　近年 、 紛 争後 の 国 に 対す る教育支援 が 急速 に 拡大 して い る 。 ア フ ガ ニ ス タ

ン や 東 テ ィ モ ー ル を は じめ
、 世界各地 で 、 国際社会に よ る大規模 な緊急 復興

支援が進 め られ て お り 、 教育 も平和な国づ く りに 向けた重 要な支援の 柱とな っ

て い る （大 阪大学大学院人間科学研究科 2005； 2006）。

　緊急 支援 が必 要 と され る段 階か ら教 育の 復興 、 開発 へ と繋が っ て い く時間

軸に お い て
、 国連 機関 、 人 道 団体 、 多 国間 ・二 国間援助機 関 、 NGO な ど 、

多様 な ア ク タ
ーが 活動 して い る 。 組織 の 使命 や活動形態 も異 な る様 々 な ア ク
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夕
一

が混在す る な か 、 支援体制 の 強化や 効果 的な連携 な ど
、 協働に 関す る実

践的な 議論が 繰 り広 げ られ て い る 。 現場 で の セ ク タ
ー ・ ワ イ ドな 支援調整 も

さ る こ とな が ら 、 支援の 方針や 中身に つ い て 、 多様 な ア ク ターが 教育の 概念

や 質的な 見地か ら議論 し 、 知 見や 経験 の 共有を図 る こ と も重要で あ る 。

　 こ う した 観点 か ら 、 2000 年 11 月 、 緊急時や危機後の 教 育支援 に 関す る 国

際 的 ネ ッ ト ワ ー ク と して lnter−Agency 　 Network 　for　 Education　 in　 Emergency

（以 下 、 INEE ） が 構築 さ れ た
。
　 INEE は情 報通 信技術 を 活用 す る オ ープ ン ・

ネ ッ ト ワ ー ク で あ る
。 国連機 関 、 人道 ・ 開発援 助機 関 、 NGO 、 研究 機 関や

大学研究者 、 紛争や 自然災害に よ る被災国 ・地域 の 教育関係 者や コ ミ ュ ニ テ ィ

の 代表 な ど 、 幅広 い メ ン バ ー
で 構成 さ れ る 。 発足以降 、 ネ ッ トワ ー ク の 拡大

とと もに 活動が 活発化 して い る 。

　本稿 は 、 こ の INEE に焦点 を あ て 、 多様 な ア ク タ ーの 協働 を促進 し、 緊急

復興教育支援 の 実効性 を高め る こ と に貢 献 しうる ネ ッ トワ
ー ク の あ り方に つ

い て 考 え る 。 INEE は フ ィ
ール ドで 支援活動 を 行 う実施体 で は な い

。 また諸

機関の 支援 を調整 す る責務を もっ もの で もな い
。 多様 な ア ク タ

ー
の コ ミ ュ

ニ

ケ
ー シ ョ ン と連携を促進 し、 支援を向上 して い くこ とで 、 緊急時 や危機後 に

もす べ て の 人 の 教育 の 権利が 保障 さ れ る こ とを 目指 して い る 。 は じめ に 、 紛

争 の 影 響を受 け る人々 の 教育支援が 国 際社会で ど の よ う に 論 じ られ て き た の

か 、 紛争が頻発す るよ うに な る冷戦後の 緊急復興教育支援 をめ ぐる議論 を概

観 す る。 そ の 内容を踏ま え っ っ
、 緩や か な連帯 と い うネ ッ トワ

ー ク の特性 に

着目しな が ら、 INEE の 活動や 取組を検討 し、 最後 に
、 発足か ら5 年 に な る

INEE の 課題 や今後の 役割 に っ い て 考え た い 。

2．緊 急復興 教育支援 をめ ぐる議論の 変遷

　20 世紀末 、 冷戦の 象徴 で あ っ た ベ ル リ ン の 壁 が 崩れ 、 ソ 連 とい う強大 な

国家 の 崩壊 とと もに 、 1日ソ 連 ・ 中東欧を 中心 に民族主 義的な紛争が 激化す る。

冷戦 の 咎が 外れ た こ とで 、 各地 で 燻 っ て い た争 い の 火 種が次々 と露呈 し、 民

族や 宗教の 相違 に基 づ く対立 、 部族間の 政治的抗争 、 資源 や鉱物の 争奪 な ど 、

世界 中で 紛争 が頻 発す る 。 冷戦後の 14 年間 （1990 年〜 2003 年）に 世界 48

ヵ 所 で 59件 の 大 規模 な武力紛争が 生 じ、 そ の 殆 ど が 局地的 で 内紛 の 様相 を

呈 した紛争 と な っ て い る
1〕

。

　紛争が 民間人 に 及ぼ す脅威 も格段 に 増 して い る 。 UNICEF （2005） に よ れ

ば 、 1990年 以 降 、 世界 で 紛 争 関連 の 死 を 遂 げた 人 々 の 9 割 は民 間人 と推 定

さ れ 、 そ の 8 割が 女性 と子 ど もだ とさ れ る 。 国家間の 戦争で は主 た る戦闘員

は兵士で あ っ た が 、 今 日の 紛争 で は 兵士 と市民 の 明確 な境界線が な くな り、
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市民 や子 ど もが紛 争 の 当事者に な る数が 増加 して い る 。 また UNHCR （2005）

に よ れ ば 、 世界の 難民数は 1990 年代前半 に ピ ー
ク と な り、 近年 は緩や か な

減 少傾向 に あ るが （2004 年 は約 920 万人 、 前年 比 4％ 減 ）、 国家間 の 戦 争 に

替わ り局地的あ る い は園 内の 武 力紛争が増 え た ため
、 国内避 難民 が 増加の

一

途 に あ る （2004 年 は約 2500 万人 と推定 ）。

　紛 争 は 、 人間
一 人ひ と りの 生 命や生活 、 尊厳 の み な らず 、 人 々 とそ の 国の

発展を支え る経済 ・ 社会基盤 を破壊 し、 基 本的 な統治 シ ス テ ム に も深刻な 打

撃を与 え る 。 殺戮や 虐殺 で無数 の 尊 い 生 命 が失わ れ 、 戦 火や 迫害 を逃 れ て 大

量 の 難民や国 内避難民 が発生 す るな ど 、 人道 ヒの 悲劇を引き起 こ す、 紛争が

教育 に 与え る影響 も深刻 で あ る 。 紛争の 破壊的な威力 は、 教育 イ ン フ ラ だ け

で な く 、 教育 シ ス テ ム の 内 面に も質的 ・構造 的な打撃を与 え る 。 生徒や教 員、

父兄 ら は肉体的 ・心理 的な重度の ス トレ ス に 曝され 、 女子や児童 、 若者 な ど 、

多 くの 人 々 が 教育機会 を 奪 わ れ て い る 。 UNESCO に よ れ ば 、 世 界の 未就学

児童 1 億 400 万人の う ち 、 約半数 が 紛争 の 影響 を受 け る国 ・地域 に 暮 ら して

い る  

　教育は人間 の 基本的な権利 で あ り 、
い か な る理 由や 状況 に よ っ て も妨 げ ら

れ ない とす る考え方 は、 今 日、 国際社会で 広 く認識され て い る。 すべ て 人は

教育の 権利を有す る と謳 っ た世 界人権宣 言 （1948）か ら半世 紀余 、 教育 に 関

す る権利の 保障は
、

こ れ まで 数 々 の 国際合意 や 条約 に お い て 確認 さ れ て き

た
3｝

。 紛争 の 影 響 を 受 け る人 々 の 教育支援 も こ れ らの 国 際合意 を基盤 に拡大

して い るが 、 そ う した潮流 は 、 国 際社会の 変化 に あ っ て 、 時代の 変遷 と と も

に 培わ れて きた
。 以 下 、 緊急復興教育支援 の 概念的 な基 盤で あ る 「万人 の た

め の 教育」 と 「児童の 権利条約」 を 中心 とす る人 権 ア プ ロ ー
チ に 注 目 しな が

ら 、 緊急復興教育支援を め ぐる 議論の 変遷 を 概観す る 。

（2
− 1）「万人の た め の 教 育 （EFA ）」理 念 の 登場

　1990 年に 開催 され た 「万 人の た め の 教 育世 界会議」 （ジ ョ ム テ ィ エ ン 会

議）
4）

で 、 国際社会は 「万人 の ため の 教育 （Education　 for　All）」 （以下 、
　 EFA ）

の 理念 を確認す る 。 「基礎的な 学習 ニ
ー ズ を 満 た す た め の 教育機会 の 保障 は 、

す べ て の 人 に 与 え られ た 基本的 な 権利 で あ る」 と し 、 基礎教育の 普及 は教育

開発 の 基本 的条件 と認識 し 、 EFA 実現 に 向 け た取組 は国家 そ して 国 際社会

の 重要 な責務 と して 位置づ け られ た   ま た 、 人々 の 基礎的な 学習 ニ ー ズの

「多様性 、 複雑 さ 、 変化す る とい う性質」 を踏 まえ て 、 基礎教育 の 手段 や 範

囲を拡大 し、 就学前教育 、
ノ ン フ ォ

ー
マ ル 教育、 識字、 職業教育 、 成 人 教 育

な どを 含め て 幅 広 く捉 え る こ とが 提 起 され た （UNESCO 　 l990a）。 教育開発
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の 考 え 方 そ して 教 育の 権利 と そ の 保障 つ い て 新 た な境地が 示 され た の で あ

る％ 今 日 の 国際教 育協 力の 思潮 へ と繋が る素描 が 示 さ れ た 点 で も重要 な転

換点 と な っ た  

　 こ の 歴 史的 な 会議で 採択 され た 「万人 の た め の 教育宣言」 は 、 紛争な どの

影響 を受 け る人 々 の 教育 に っ い て 言及 して い る 。 前文 は、 基礎的な学習 ニ
ー

ズ を制約 す る深刻 な問題 と して
、 債務負担の 増大 、 拡大す る経 済的格差 、 人

口 の 急増等 の ほ か 、 戦争 、 占領 、 内紛 を 挙 げて お り 、 また 人 口 の 相 当数が 基

礎 教育を欠 い て い る こ とが 、 こ れ らの 問題 に 力 と意図を も っ て 対処 して い く

妨 げに な っ て い る と指摘す る （UNESCO 　 l990a）。 第 3 条 4 項 は 、 貧 しい 人 々
、

ス ト リー トチ ル ド レ ン
、 少数民 族 等 と と もに

、 難民 、 戦争で 流 民化 した 人 々
、

占領 下の 住民 の 学習機会の 問題 に 言及 し 、 教育の 不平等 を是正 す る た め の 積

極的 な対応 を求め て い る （lbid）。 「国際的連帯 の 強化」 に 関 す る第 lo 条の 4

項 は 、 紛争や 不和 の 解決 、 軍 事占領の 終結 、 流民化 した住民 の 定住 や 帰還 を

支援 し、 人 々 が安定 した平和的環境で 某礎的な学 習 ニ ー ズ を充足 で きる よ う

に 、 各国が 連携 す る必要性 を強調 して い る （lbid）。

　他方 、 同宣言を実現す るた め の 指針と して 採択 さ れ た 「行動 の た め の 枠組

み 」 で の 言及 は限 られ て い る 。 国 ・地域の 行動に 対す る国際 レ ベ ル で の 持続

的 ・ 長期 的な 支援を 強調 す るなか で 、 UNHCR や UNRWA （国連パ レ ス チ ナ

難民救済事業機関） に よ る難民 の 教育プ ロ グ ラ ム へ の 財政的 ・ 技術的な 支援 、

及 び、 占領 ドや戦 争 、 災害 な ど で 流民 化 した 人 々 が文 化 的主 体性 を維持で き

る基礎教育 を受 け られ る よ うに 努 力 を喚起す る に 留ま っ て い る （UNESCO

l990b）。 当時 は こ う した 問題 が 議論 の 巾心 で あ っ た よ うで あ る 。

　 ジ ョ ム テ ィ エ ン 会議 は、 基 礎教育 の 普及 を国際社会全体 の 日標に 定め た ば

か りで な く、 そ うした 政策努力を会議時の
一

過性 の もの と しな い よ うに 、 そ

の 後 の 評 価の タ イ ム フ レ ー ム を定 め 、 実際 に フ ォ ロ
ー

ア ッ プ す る 組 織 ・体 制

を 作 っ た 点で も意義深 い （米村 2001）。 宣言等 に み られ る
一 連 の 言及 は 、 そ

う し た EFA 推進 の メ カ ニ ズ ム に お い て 、 後 々 に 展 開 さ れ る 諸議論 の 重要 な

布 石 と な っ た と思 わ れ る。

　1996 年 に 開か れ た 「万人の た め の 教育に 関す る 国際協議 フ ォ
ー

ラ ム 中間

会議」
8）

で は 、 よ り広範 な 見地か ら討議が な され て い る 。 例 え ば 、 緊急時 や

危機的状況 下で の 学 校 を
’「

safety 　 zonc
”

や
”

safe　heaven” と捉え て 、 心 理 社

会的サ ポ ー
ト と して の 教育 の 側面を取 り上 げて い る （UNESCO 　1996）。 ま た

、

紛争後の 教育復興 は暴力 の な い 平和 な社会 を築 く好機で あ る と し、 紛争 の 管

理 や解決、 再発予 防を促進す る教育活動 の 重要性が 指摘 され る な ど 、 平和構

築 の 視点 が 見 出 され る （Ibid）。
ジ ョ ム テ ィ エ ン 以 降 、 世 界各地 で 紛争 が 激
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増 し、 諸機関の 取組が 積み 重 ね られ る な か 、 支援の 内容 的議論が 進 ん で い っ

た 様 子 が 見て 取 れ る 。

　 こ の 頃 、 国際社会で は
、 包括的な

’

ド和構築 の 方 策を検討す る動 きが 活 発と

な る 。 ブ ト ロ ス ーガ リ国連事務総長 （当時）の 報 告 書 「
’

ド和 へ の 課題」 で 広

く知 られ る よ う に な っ た平和構築の 概念 は 、 そ の 後 、
カ ナ ダ政府が 、 従来の

軍事的 ・ 政治的手段 に 人道 ・ 開 発援助を加 えて 、 紛争の 予防か ら解決 そ して

紛争後 の 復興 ・ 開発 ま で を網羅 す る全体的 な 取組 に よ る持続 的 な平和 の 実現

を提唱
9，
す る な ど 、 包括的 な ア プ ロ ー

チ の 地平を求め る動 きが顕者 とな る 。

社会的 ・経 済的 側面 か ら も紛争 の 要 因に 取 り組み 、 持続 的な平和 の 基盤を 築

い て い く平和構築 の 方策が 検討 され る なか 、 教育の 役割 も重 視 さ れ る よ うに

な り、 緊急復興 教育支援 はよ り広範 な視座 で 論 じられ る よ うに な っ た 。

（2 − 2）人権 ア プ ロ ー チ （Rights−based　Approach ） の 推進

　 ジ ョ ム テ ィ エ ン 会議が 開かれ た 1990 年 、 9 月に は UNICEF の 主催で ニ
ュ

ー

ヨ
ー

ク の 国連本部で 「子 ど もの た め の 世界 サ ミ ッ ト」 が 開催 さ れ た 。 世 界

158 ヶ 国 か ら国家元 首 や政府代 表が 集結 し、 2000年 まで に 達 成 す べ き 目標を

定め た 「世界宣 言」 と同宣 言を実施 す る た め の 「行動計画」 に 署 名 した 。 国

際社会が 政治意思 を も っ て 、 す べ て の 子 ど もを守 り 、 人間 と して の 可能 性を

最大限 に 発 展 させ
、 子 ど もの 権利や ニ ー ズ を最優先 す る こ とを確認 した の で

あ る 。 重要 目標の 7 項 口に は 、 「す べ て の 人が 基礎教育を受 け 、 少 な くと も

学齢 児 童 の 80％ が 初等教育 を修了で き る よ うに す る こ と」 や 「特 に 困難 な

状況下の 児童 を守 り 、 紛争 に 巻 き込 まれ た 児童 らを 特別 に 保護す る こ と一1 が

定 め られ た （UNICEF 　 l990b）。

　 同 じ頃 、 前年 秋 に 国連 総 会 で 採択 され た 「児童 の 権利 に 関 す る条約 （The

Convention　 on 　 the　Rights　 of 　the　 Child）」 が 発効す る
1°〕

。 子 ど もに 関わ る一

連の 国際基準 を ま とめ た 初め て の 国 際人権条約で 、 法 的拘束 力の あ る規 範 と

して 理 解 した 最初 の 国際文書で あ る （UNICEF 　2005）。 子 ど もの 人権 の 尊重

と確保 の 観点か ら、 生存 、 発達 、 保護 、 参加 とい う包括 的な権利 を保障す る

もの で 、 教育 に 関す る規定 も含 ま れ て い る 。 第 28 条 は 子 ど もの 教育 を 受 け

る権利 の 保障 を求 め
、 第 29 条 は教育 の 目的を定 め て お り 、 他 の 条項 と と も

に 緊急復興教育支援の 主 要 な活動規範 とな っ て い る 。

　 1990 年代 は 、 こ の よ うに 人権 ア プ ロ
ー チ を 推進 し 、 特 に 子 ど もの 教育 の

権利 を 保障 しよ う とす る取組が 大 き く前進 した 。 1996 年 8 月 、 児童 と武 力

紛争 に 関す る 国連事務総長特別代表 の グ ラサ ・マ シ ＝ ル 女史 （元 モ ザ ン ビ ー

ク教育相）が 、 2 年間 の 現地調査や協議 を基 に ま とめ た特別報告 「武力紛争
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が 子 ど もに お よ ぼ す 影響 11n（マ シ ェ ル 報告） を 国連総会 に提 出す る。 深刻

な子 ど もの 権利侵害 の 状況 を指摘 し、 児童 の 権利条約を は じめ 、 人権 法 や 人

道法 の 原則を真 に 行動 の 基礎 とす る に は 、 原則を実施に 移す メ カ ニ ズム や 意

思 が必 要で あ る と し、 人 道 、 平和 構築 の 努力 の 中心 に 子 ど もを 置 くこ とや 、

子 ど もの 権利侵害の 報 告 ・ 監視 シ ス テ ム の 構築 な ど 、 数 々 の 具体的行動 を勧

告 した （Machc ） 1996）。

　 マ シ ェ ル 報告 は 、 緊急 時や 復興期 の 教育 に っ い て 幅広 く提言 して い る 。 子

ど もの 心 理 社会的 ・身体的福祉向 ヒの た め に工 夫 して 教育機会を確保す る こ

と （多様 な チ ャ ン ネ ル に よ る代 替的 な学校外教 育 、 遠 隔教 育等 ）、 難民 ・ 国

内避難民 キ ャ ン プ で の 教育活動の 早期 開始 、 元児童兵の 社会復帰 へ の 教育 や

職業訓練 な ど 、 提言 は 多岐 に 渡 る （Ib｛d）。 状況 や ニ ー ズ に 即 した プ ロ グ ラ

ム と係 る教員 の 訓練 （心 の ケ ア
、 地 雷教育 、 HIVIAIDS 、 ラ イ フ ス キ ル 等）、

正義や 人権 を尊重 し平和 な社会 を築 くた め の カ リキ ュ ラ ム 開発 な ど
、 教育内

容 や 教授法 に 関す る技術支援 の 重 要性 も強調 して い る （lbid）。 今 日 、 取 組

が進め られ て い る領域が 数多 く示 さ れ て い る 。 そ う した先導的 な 指針 の 側面

と ともに 、 子ど もの 人権の 保護 と促進の 観点 か ら教育 の 重要性を論 じた マ シ ェ

ル 報告 は 、 緊急 復興教育支援 に お け る 人権 ア プ ロ ー チ の 推進 に も重要 な 役割

を 果た した
。

　 人権 ア プ ロ
ー チ で は 、 子 ど もの 生存 ・発達 ・参加 な ど を権利 と して 捉え る

こ とで
、 権利 の 主 体 で あ る 子ど もと 、 権利 を保障す る義務 を負 う主体が 想定

され る （勝 間 2005）。
っ ま り、 児童 の 権利条約の 締約国で は 、 す べ て の 子 ど

もが 教育を受 け る権利 を持 っ 主体 と な り、 政府が そ の 権利 の 実現 に つ い て 最

終 的義 務を負 う卞体 とな る （lbid）。 従 っ て 、 教育 の 権利 が保 障 されて い な

い 場合 に は 、 当該政府 は事態改善 な ど の 実施措 置を義務付 け られ る
12）

。 そ し

て 、 Machel （1996）が 指摘 した よ うに 、 子 ど もの 権利の 重大な侵害の 多 くが 、

紛争下で 政府 が機能 して い な い 状況で 起 こ るか ら こ そ 、 了
一
ど もの 権利の 保護

は一
国 の 問 題 で は な く、 国 際社会 の 関心 事 で な けれ ば な らな い

。 1998 年 に

は 、 国連人権委員会の 教育 の 権利 に 関す る初代特別報告者 に 力 タ リナ ・ ト マ

チ ェ フ ス キ
ー
女 史が 任命 さ れ 、 特 に 初等教育 へ の ア ク セ ス や ジ ェ ン ダ ー平等

を注視 し、 教育の 権利の 状況 を調査 して 、 権利 の 実現 に 向けて 提言を行 うよ

うに な っ た
’
 

　人権 ア プ ロ
ーチ は 、 人道 ・緊急支援 に お け る教育対応 の 拡大 に も活路 を与

え る 。 被災者 の 人 間の 基本的 ニ ー ズ （Basic　Human 　Needs）の 充足を主眼 と

す る 人道 ・緊急 支援で は 、 水 、 食糧 、
シ ェ ル タ ー

、 保健サ ー ビ ス な ど の プ ロ

グ ラ ム が 優先 され 、 教育 は 副次的な 要素 と捉 え られ て きた 傾向が 強 い
。 しか
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し、 人 間 の 基 本的権利 （Basic　Human 　Rights） と して の 教育の 位置づ けを浸

透 させ る こ とで 、 緊急 時 や 復興期の 子 ど もや 人 々 へ の 教育支援 を 主流化 して

い くこ とが で きる
141

。 今 日、 緊急復興教育支援 に 関わ る多 くの 機関や 団体が 、

人権ア プ ロ
ー

チ を 活動方針の 中核 に 据え て い る 。

　 1990 年 代 を通 して 顕著 と な っ た 人 権 ア プ ロ ー チ は 、 世界人権宣言 の 採択

前か らの
、 長い 年月に わ た る弛み な い 人権努力の 現 れ で あ る。 子 ど も世 界サ

ミ ッ トや 児童 の 権i利条約 に 牽 引 され る 子 ど もの 人権の 促進の ほ か 、 女性 の エ

ン パ ワ
ー

メ ン トや ジ ェ ン ダ ー平等 を推進 す る流 れ も大 き く影響 して い る ％

（2 − 3）EFA 実現 に向 けた機運 の 高ま り

　2000 年 4 月 、
ジ ョ ム テ ィ エ ン 以 降 の 進捗 と展開 の 方 向性 な ど を討議 す る

た め に 、 「世 界教 育 フ ォ
ー

ラ ム 」
16）

が 開催 さ れ た 。 過去 10 年間 に
一定 の 進展

が あ っ た もの の
、 依然 EFA 実現 は厳 しい 状 況 を受 けて 、 あ ら た め て 国 際社

会 の 努 力 と コ ミ ッ ト メ ン トを喚起 し、
EFA を 実現す る た め の 具体 的 目標 や

戦略 を定 め た 「ダカ ー ル 行動枠組み （Dakar　Framework　 for　Action）」171
が採

択 され た 。 目標 6 項 目は 、 1990 年代の 国際社会の 議論 や 動 向を踏 まえ た も

の で
［R］

、 部分的 に達成 期限を 20 】5 年 に 仕 切 りな お し 、 ま た 教育 の ア ク セ ス

と と もに 質 の 重視 が 明 確 に 打 ち 出 さ れ た 。
こ の うち、2015 年 ま で の 初等教

育の 完全普及 と教育に お け る 男女間格差 の 解消は 、 同年 9 月の 国連 ミ レ ニ ア

ム ・サ ミ ッ トで 採択 され た 「ミ レ ニ ア ム 開発 目標 （Millennium　 Development

Goals）」 に も明示 され て い る。

　 フ ォ
ー ラ ム で は 、 1990年以 降 の 基 礎教育分野で の 取組 と EFA の 進捗 状況

を分析 した 「Education　for　All　2000　Assessment］ が 報告 され た
。

そ の 課題

別研究の ひ とっ
、 「緊急 ・危機的状況 に お け る教育 ：新たな 世紀へ の 課題」

IV）

と題 す る報 告 は、 紛争 や 災害等の 影響 を受 け る 人 々 へ の 支援 を レ ビ ュ
ー し 、

国際社会 が と る べ き方策 を提言 した （表 2 − 1）。
EFA の も と取 り組 まれて き

た活動 を評価 しっ っ も、
そ う した努力 に も拘 らず 、 頻発 す る紛争や 多発す る

災害 に よ っ て 、 多 くの 人々 が教育 の 権利 の 享受 を 妨 げ られ て い る悲 劇 的な現

実 、 そ して 資金の 不足か ら対応が 限定 さ れ る ケ ー ス な どを指摘 し、
こ う した

状況 へ の 真摯 な 取組 を抜 きに して EFA は実現 しな い こ とを 強 くア ピ ー ル し

た　（UNESCO 　 2000b）Q

　 こ う した 流れ を受 けて
、 「ダ カ ー ル 行動枠組 み」 に は 、 国際社会が 「紛争

や 自然 災害 、 社会的不 安定 に よ る影響 を受 け る 教育 シ ス テ ム の 要請 に 応え 、

相互 理 解 、 平和 と寛容の 心 を育成す る よ うな 教育プ ロ グ ラ ム を構築 し 、 教育

を通 じた 暴力 と紛争の 予防に 取 り組 む」 こ と が 明言 され た （UNESCO 　2000a）。
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表 2− 1　課題別研 究 「緊急 ・危 機的状況に おけ る教育」 の 主な提言

  　子ど もの 教育の 権利の 保護と促進

　
・ 人権法 や 人道 法 に 則 り 、 児童 や 青年 の 武 力紛争 か らの 保 護 強化 と教 育

　　 の 権i利 の 保障

　 ・ 緊急 ・危機的状況下 の 教育 に お ける ジ ェ ン ダー
の 平等

  緊急 時の 教育対応 か ら教 育復 興、 教育開発へ の 連結

　
・ 緊急事態 ・ 危機早 期に お け る 中長 期的 方 向性 の 確 認 と共 有 （諸機 関 の

　　 合同戦 略 会 合等）

　
・ 文化的配 慮 あ る コ ミ ュ

ニ テ ィ に 根ざ した持続 的で 公平 な教育復興計画

　　 の 立案

　
・ 緊急支援か ら復興 ・開発支援 へ の 繋ぎ目ない 移行

  平和 に 関す る 国連 イ ニ シ ア テ ィ ブ との 協調

　　 1世界の 子 ど もた ち の た め の 平和 の 文化 と非暴 力 の た め の 国際 の 10 年

　 （2001 − 2010）」

  　緊急 、 危機 的状況 、 復興 期に お け る教 育の 基 準 の 整 備 （noms 　and 　stan −

　 dards）

　
・ 現行の 支援活動の 評価分析 、 調査 研究 （諸機 関 、 大 学 ・

研 究機関等）

　
・ 教育計画 ・ 教育 マ ネ ジ メ ン トに 関す る教材開発 と研 修 （UNESCO 　IIEP

　　 等）

　 ・ 被災国政府 ・教育官庁 、 支援関 係者 の キ ャ
パ シ テ ィ

・ ビ ル デ ィ ン グ

  諸 機関 の 連携 と調 整 （国際 レ ベ ル 及 び フ ィ
ー

ル ド）

　 ・ 知見 の 集積 と体 系的整備 、 共有の 促進

　
・ 情報通信技術 （ICT ） を活用 した ネ ッ ト ワ

ー
クの 構築 、 協働の 促進

出所 ： UNESCO （2000b） を基に 筆者が 作成

　緊急復興教育支援の 活動方針を検討 した 戦略協議 セ ッ シ ョ ン で は 、 課題 別

研究 に 提言 され た諸 機関 の 国際的 ネ ッ ト ワ
ー

ク （後 の INEE ） を構 築 す る こ

とが 確認 さ れ た 。 ま た フ ォ
ー

ラ ム 後 に は 、 諸機関の 連携 を強化 し 、 専門的知

見 を集結 して 特 定分野 へ の 効 果 的 な 支援 を 目指 す メ カ ニ ズ ム と して 、 EFA

推進の フ ラ ッ グ シ ッ プ ・ イ ニ シ ア テ ィ ブ （EFA 　FIagship　Initiatives）
2“｝

が 複数

立 ち上 げ られ るな か 、 そ の ひ とっ と して 「緊急 ・ 危機的状況 に お け る教育イ

ニ シ ア テ ィ ブ （The　lnitiative　on 　Education　in　Situations　of 　Emergency 　and

Crisis）」 が 設置 され た 。 実質 的 に は INEE が そ の 活動体 と な る 。
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　EFA に 向 けた 機運 の 高ま りは （ジ ョ ム テ ィ エ ン 会議 か ら 10 年が 経過 した

状況 へ の 焦燥 感 と い う見方 もあ る ）、 国 際社会に よ る緊 急復 興教育 支援 を本

格化 さ せ る契機 と な っ た 。 人権 ア プ ロ
ー

チ の もと教育 の 権利の 実現を 目指す

動 きを は じめ
、 1990 年代 に お け る様 々 な 議論や 経験の 蓄積 を経て 、 紛争 の

影響 を受 け る人 々 の 教育 は 、 国際社会が もは や 先送 りに で きな い 喫緊の 課題

と して 位置 づ け られ る よ う に な っ た の で あ る 。

3．INEE （lnter−agency 　Network 　for　Education　in　Emergencies ）

（3 − 1） ネ ッ トワ
ー ク の 構築

　紛争後 の 教育支援 で は 、 国連機関 、 人道団 体 、 援助機関 、 NGO を は じめ
、

組織の 使命や活動方針、 支援 ス キ ーム も異 な る様 々 な組織 ・ 団体 が混在 して

活動 して い る。
こ う した諸機関の 連携 を深め 、 支援 を向上 す る た め の ネ ッ ト

ワ
ー ク の 必要性 が 1990 年頃か ら議論 され 、 実 際 に そ の 構 築 が 幾度か 試み ら

れ た が 、 定着す る に は 至 ら なか っ た （Sinclair　 2003）。

　Sinclair（2003 ） に よ れ ば 、 そ の 主 な理 由 と して 、   各機 関 ・団体 の 本部

に い る 専門 ス タ ッ フ は 限 られ て お り （多 くの 場 合 、 僅か 1 名）、 業 務を こ な

す の に 超 多忙 で 時問的余裕が な か っ た こ と 、   各機関 ・団体か らの 参加 者 が

時間 と労力を投入 した に も関わ らず 、 そ う した努力は 当該人物の 移動後 に ネ ッ

トワ
ー ク内に 上 手 く蓄積さ れなか っ た こ と 、   支援現場 の フ ィ

ール ド ・ ス タ ッ

フ との コ ミ ュ ニ ケ
ー

シ ョ ン を とる手段が 乏 しく困難 で あ っ た こ と 、   会合の

開催 費用 や ネ ッ トワ
ー

ク の 運 営 コ ス ト の 問題 、 な どが 挙 げ られ る 。 ま た

SQmmers （2004） は 、 諸機関 ・団体 間の 権益の 鬩 ぎ合い が 、 踏み込 ん だ 協働

の 障壁 と な っ て い た 側而 を指摘 して い る 。 そ う した影 響 が ネ ッ トワ
ー クの 構

築 に 消極 的に 作用 して きた 可能性 も考え られ よ う。

　 ネ ッ ト ワ
ー

ク の 構築 に 対す る構造的 ・ 物理 的な 壁を乗 り越え る後押 しとな っ

た の が
、 EFA に 向 け た 機運 の 高 ま りに よ る 緊急 復興 教育支援の 本格化 、 そ

して 、 情報通 信技術の 急進、 イ ン タ ーネ ッ トや 電 子メ
ール に よ る コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン 空 間の 拡大で あ っ た 。

　EFA 理 念 が 示 さ れ た ジ ョ ム テ ィ エ ン 以 降を振 り返 り 、 あ らた め て 国際社

会に EFA 達成 へ の 努力と コ ミ ッ トメ ン トを喚起 した 2000 年の 「世界教育 フ ォ
ー

ラ ム 」 で の 動 きは 、 前 章で 詳述 した と こ ろ で あ る 。 緊急復興教育攴援 の 活動

方針を 討議 した 戦略協議 セ ッ シ ョ ン で は 、 課 題 別 研 究で 提言 さ れ た諸機関の

ネ ッ ト ワ
ー

ク を構築す る道筋が 確認 さ れ た 。

　 こ れ を受 け て 、 同年 11 月 、
ジ ュ ネ ー ブで 諸機関の 連携に 関す る会議 （lnter−

agency 　Consultation） が 行 な わ れ た 。　 UNHCR が ホ ス ト と な り、 UNESCO 、
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UNICEF と共催で 開か れ た会議 に は 、 世 界食糧計画 、
　 UNDP 、 世 界銀行、 そ

して カ ナ ダ国際開発庁 （CIDA ）、 ス ウ ェ
ー

デ ン 国際開発協 力庁 （SIDA ）、 米

国国 際開発庁 （USAID ） な ど の
’
一国悶援助機関 、 20 余の NGO が集 結 した 。

国 際 ・ 地域 ・国 そ して コ ミ ュ
ニ テ ィ を含 む あ らゆ る レ ベ ル で 、 効果的 な連携

を実現 す る た め の 実 務 的戦 略や メ カ ニ ズ ム が 協議 され 、
こ こ に 国際的 ネ ッ ト

ワ ー ク の 構築が 宣言 され た （UNESCO ，
　UNICEF ，　UNHCR 　2000）。

　（3 − 2）INNE の 構成 、 運 営形態

　 1NEE は 、 ウ ェ ブ サ イ K や 電子 メ
ー ル な どの 情報通 信技 術を 活用 し、 諸機

関 ・団体 や 個人を っ な ぎ 、
コ ミ ュ ニ ケ ー

シ ョ ン と連携 の 促進 を目指す オ
ー

プ

ン ・ ネ ッ ト ワ
ー

ク で あ る 。 既存の グ ル ー プ 会合な どを統合 し 、 グ ロ
ー バ ル な

視野 の も とに 国際的 ネ ッ ト ワ
ー

ク と して 構築 され た。 前章で 取 り 1：げた 、 児

童の 権利条約 、 万人の た め の 教育宣言 、 及 び 、 ダ カ ー ル 行動枠組み に 基 づ い

て 、 緊急事態 、 危 機 、 長期に わ た る不安定 な ど の 影 響 を受 け る人 々 が良質 の

教育 に ア ク セ ス し修了 で き る よ う に
、 す べ て の 人 の 教育の 権利が保障さ れ る

こ と を活動理 念 に 掲 げる。

　緊急事態 、 危機 、 長期 に わ た る不安定 に は
、 人為的 ・ 複合的な要因 に よ っ

て もた らされ る武力紛争 や内乱等 、 及 び 、 津波 ・ 地 震 ・旱魃 と い っ た 自然 災

害 な どが 含 まれ る 。 ネ ッ トワ
ー

ク の 名称 に
1，Education　in　Emergencies” と い

う語 を用 い て お り 、 時間枠が 「緊急 時」 に 限定 され る印象が あ る が 、 INEE

の 活動や 取組 は 緊急事態や 危機後 の 時間経過 を視野 に い れ る もの で あ り 、 時

間軸 の 延長線上 に あ る復興 も 自ず と範 疇に 含ま れ る
。

　ネ ッ ト ワ
ー

ク は 、 国連機 関 、 人道 団体 、 多国間 ・ 二 国 間援助機 関 、 国際

NGO 、 援助 の 専門家 、 研究機関 や大学 関係 者 、 被 災国 ・ 地 域の 政 府 、 教育

関係 者 、 地元 NGO
、

コ ミ ュ ニ テ ィ の 代表な ど 、 幅広 い メ ン バ ー
で 構成 さ れ

る。 2000 年 11月の 発足以 降 、 ネ ッ ト ワ
ー

ク の 参加数 は年 々 増加 して お り 、

2003年 で は約 90 の 機関 ・団体 と 500 名超 の 個人、 2005 年 に は 300 以一ヒの 機

関 ・ 団体と 1000 名強 の 個人が 参加 して い る 。

　運営の 中心 母体 は運 営委員会 （Stecring　Group）と事務局 （Sccretariat）で あ

る 。 運 営委員会 は 、 小規模 で 機動性が重視 され て お り、 UNESCO
、
　 UNHCR 、

UNICEF （同 3 機関 は 常駐） お よ び NGO と ドナ
ー

（任期毎 に 選 出） か らの

代 表者 で 構成 さ れ る 。 INEE の 運営方針 を協議 し
、 事務局 と連動 しな が ら実

際の 活動 に も積極 的 に 関与す る 。 事務 局 は 、 発 足 か ら 2005 年 ま で パ リの

UNESCO 本 部 内 に 置 か れ て い た が
、 現 在 は 拠点 を ニ ュ

ー
ヨ

ー
ク に 移 し 、

UN 　ICEF と国 際救援委員会 （lnternational　 Rescuc 　Committee ：IRC ） か ら各 1
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名が 配置 さ れ て い る。 1名 は ネ ッ トワ ー ク ・ コ ー デ ィ ネ
ー タ ー と して 、 ネ ッ

トワ
ー ク の 拡 大 と メ ン バ ー間の 協力関係 の 構築 、 外部の 戦略 パ ー

トナ
ー と の

連携 を図 り 、 も う 1 名は 、 INEE の 重要 な活動 の 柱で あ る
、 緊急 時な どの 教

育 に 関す る基準の 開発 ・普及の 推進役 （フ ォ
ー

カ ル ・ポ イ ン ト） を担 っ て い

る。

　図 3− 1 は 、 運 営 グ ル ー プ と事務局 、 そ して INEE に 疏ち 上げ られ て い る

主要 な活動 グ ル ー プ の 相関 を示 して い る。 国連諸機関 、 援助機関 、 国際 NGO

な どが 共 同参画 して お り 、 ま た 十分で は な い もの の
、 地域的 な バ ラ ン ス を 配

慮 しよ うとす る意図が 伺 え る。

出所 ；INEF ．資料 （http：〃ineeserver．org1 ）を 基に 筆者が簡 略化 　 （2006 年 8 月現 在）

　　　　　　　図 3− 11NEE 組 織 図 （Organization　 Chart ）

　INEE の 活動 資金 は運営 グ ル
ー プ の メ ン バ ー

や CIDA 、
　 SIDA 、

　 USAID 、　 N

ORAD （ノ ル ウ ェ
ー開発協力庁） な ど 二国 間援助機 関等 か らの 拠 出、 な ら び

に
、 人材 や知 見の 投入 、 資材や施設 の 提供 な ど の 現 物 出資 （ln−kind　Contribu

tion） に 支え られ て い る 。

（3− 3） INNE の 活動や 取組

　INEE の 活動 は、
こ れ ま で の 緊急 復興 教 育支援 に 関す る議論を 反映 した も

の と な っ て い る 。 前述の 「世 界教育 フ ォ
ー

ラ ム 」 で 報告 さ れ た課題 別研究 の
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提 言内容 に も呼応 して い る （表 2 − 1参照）。 大別 して 、 次 の 4 つ の 領域が 挙

げ られ る　（INEE 　 website ； INEE 　2005 ）、，

　  情報の 管理 と普及

　  知見の 集積 ・体系的整備 、 及 び 、 リ ソ
ー

ス の 開発

　  緊急 ・長期に わ た る 危機 ・復 興早期 の 教育に 関 す る最 低基準の 開発 と

　　 普及

　  ア ドボ カ シ ー

　各領域の 活動は 相 tilに 関係 し、 そ の 連関性を も っ て 、 多様 な ア ク タ ー の 協

働が 深 ま っ て い る 。 以 F 、 ネ ッ ト ワ
ー

ク の 連 帯や 協働に 着 目 しな が ら 、 具体

的な活動 や取組 をみ て い く。

（3 − 3− 1）情報の 管理 と普及

　情報 の 管理 と普 及 は tNEE の 活動 の 基本形で あ る 。 すべ て の 活動が こ こ か

ら始 ま っ て い る。 INEE 事務 局の ネ ッ トワ
ー

ク ・コ ー デ ィ ネ
ー

タ
ー

を 巾核に
、

本 分野 に 関 連 す る情 報 を 幅広 く集 め 、 活 動の 生 命 線 で あ る ウ ェ ブ サ イ ト

（http；！！www ．ineesite．org ）　と メ
ー

リ ン グ リス ト　（list−serve ）　に よ る メ ー ル 配

信 に よ っ て 、 ネ ッ ト ワ
ー ク 内で の 共有を図 っ て い る 。 情報源 は ネ ・

ソ トワ
ー

ク

関係者 に 限 らず 、 ネ ッ ト ワ
ー

ク外部の 機関や 個人 な ど多岐 に 渡 る 。 情報の 種

類 も幅広 く、 メ
ー

ル 配信に は次の よ うな もの が 含まれ る
11）

。 大半 の 情報 は ウ ェ

ブ サ イ トで 閲覧 ・入手 す る こ とが で きる 。

　　
・
　政 策 ペ ーパ ー

や調査報 告な ど文献類の 新着情報
　 　 ■

●

■

■

，

新 た に 開発 さ れ た ッ
ー

ル や マ テ 1丿ア ル の 紹 介

ア ドボ カ シ ー
や キ ャ ン ペ ー

ン 等 へ の 参加 の 呼び か け

求人情報

ジ ャ
ー

ナ ル や レ ポ ー
ト類 へ の 投稿の 募集

ネ ッ ト ワ
ー

ク 内外か らの 照 会事項 へ の 対応 ・ 同答依 頼

運 営委 員会 や事 務 局の 活動報告

　メ
ー

ル 配信 の 頻度は 不定期 （文 献類 の 新着情報を 除 く） で 、

一
ヶ 月 に 5 件

前後 だ が 、 緊急事態 や危 機発 生 時 に は頻度 が増す
。 有事へ の 対応例 と して 、

ウ ェ ブサ イ トに 蓄積 され て い る リソ ー ス で 関連 あ る もの を 1丿ス ト ・ア ・
ソ プ し

て メ ール 配 信 し 、 現 地で 活 動す る ネ ッ ト ワ ー ク関係者を サ ボ ー
ト して い る 。

また 逆 に 、 メ
ー

リ ン グ リス トを通 して 現地 で使用 さ れ て い る リ ソ ー ス を集め
、

そ れ らを ウ ェ ブ サ イ トに 掲載 して他 の ネ ッ ト ワ
ー

ク 関係者 に 供 して い る 。 現

地の 関係者間の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が容易で な い 場合や 遠隔地で 活動す る場
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合 に も、 ウ ェ ブサ イ トか ら有用 な リソ
ー

ス を入 手す る こ とが で きる 。 な お次

節 に述 べ るが 、 イ ン タ ー ネ ッ ト環 境が 整わ な い 状況 も考慮 して 、 リソ
ー

ス を

選集 した CDR を配布 して い る。

　INEE は 、 受 け手 へ の
…

方通 行 な情報発 信で は な く 、 双 方向の
、 応 答あ る

（responsive ） コ ミ ュ
ニ ケ

ー
シ ョ ン を重視 して い る点が特筆さ れ る 。 事務局に

配置 され て い る ネ ッ トワ
ー ク ・コ

ー
デ ィ ネ ー ター

の 細 や か で 迅速 な対応が鍵

とな っ て い る 。

（3− 3− 2）知 見 の 集積 ・体系 的整備 、 及 び 、 リソ
ー

ス の 開発

　支援に関わ る機関や 団体は 、 そ れぞ れ に活動指針 とな る マ ニ
ュ ア ル や フ ィ

ー

ル ド ・ガ イ ドラ イ ン を策定 し、 また緊急時や 危 機後 に対応す る児童用学習 キ ッ

トや教員研修教材、
キ ャ ン ペ ー

ン 用 の ツ
ー ル な ど の 開発に 取 り組ん で きた

。

しか し 、 そ う した 取組 に は 多 くの 重複 が み られ 、 開発な ど に 充て られ た時間 、

資金 、 労 力 は 、 全 体 で み れ ば損耗 とな っ て い る事実 が指摘 さ れ て きた （UN

ESCO 　 2000b）o

　 こ う した 背景か ら 、 INEE は 開発 さ れ た マ テ リア ル や ツ
ール な ど を ネ ッ ト

ワ
ー ク 内外か ら集 め 、 ウ ェ ブサ イ ト上に 体系的 に整 備 して 共有化を進 め て い

る
22i

。 あ らた な 重複 や 無駄が 生 じ る の を避 け る こ とが で き 、 検索や 入手が容

易 とな っ た 。 被災国 ・地域 の 政 府や 教育関係者 ら も自らが必 要 とす る知 見へ

の ア ク セ ス が 身近に な っ た 。

　集積 され た知 見 の 体系的整備 に は幾 っ か の 形態が あ る 。 そ の ひ とっ が 、 ウ ェ

ブ サ イ トに 掲載 さ れ て い る グ ッ ドプ ラ ク テ ィ ス ・ ガ イ ドで あ る 。 緊急 時や復

興期の 教育活動 の 実効性 を 高め る た め に 、 「教 育内容と教授法」 「学校の 施設

環境」「教 育活 動の 体 系 と運 営 」 「研 修 ・能力強化」 な ど の 分野 に っ い て 、 場

面や段階 ごとの 戦略 や留意事項 、 手法や ツ
ー ル な どを集積 した知見か ら選別

し 、 実践的 な視点 で 体系的 に ま とめ て い る 。

　INEE は ウ ェ ブ サ イ ト上 で の 知 見 の 体 系的整 備 を進 め る
一

方で
、 情 報 通信

の グ ロ ー バ ル 化に は 格差が あ る こ と、 緊急時や混乱 した状況 で イ ン タ
ー

ネ ッ

ト環 境 が 整 わ な い 場合 な ど を考慮 し、 緊 急的 な ニ ー ズ に 即 応 で きる リソ
ー

ス

を選集 した CDR を配布 して い る。

（1） INEE 専門情報集

　支援関係者 の 能力 強化 や 啓発教 材 と して 、 フ ィ
ー ル ドで の 活動 指針 、 教育

や 児童の 権利を擁護 す る 冊子類な ど
、 有用 な リソ

ー ス 235件 を CDR に 収録

して い る （INEE　 2004b）。 ウ ェ ブサ イ トに も掲載 さ れ て い る 。

（2）　 教員研修情報 源
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　教授法 、 女 子教育 、 心 の ケ ア
、 HIVfAIDS 、 平 和教育 な ど 、 緊急時や 復興

期の 教 員研 修 用の 教材 27 件を厳選 し CDR に 収録 して い る （INEE 　 2004c）。

支援 関係者 、 学校管理 者 、 教員指導者な ど に 配 布 して お り 、
ウ ェ ブ サ イ トに

も掲載 され て い る 。

　 こ う した 知見 の 共有化 は
、 開発 した 機関 ・ 団 体や 専門家が

、 国際社会全体

と して の 支援の 向 Lに 資す る こ と に 賛同 した こ とで 実現 して い る。

　知 見 の 集積 と体系的整 備 は 、 支援 ニ ー ズ と既存の 知見の ギ ャ ッ プ の 見極 め

を可能に す る。 ど うい う ツ ー ル が新 た に 必 要か 、 どの よ うな 種類 の リソ
ー

ス

を体系的 に ま とめ な くて は な らな い か 、 分析 し戦略を立 て る こ とが で き る 。

そ う して 特定 さ れ た 優先課題 に っ い て
、

INEE は ネ ッ ト ワ
ー

ク 内に タ ス ク ・

チ
ー ム を置 き、 知 見 の 集積や リソ ー ス の 開発 を 進め て い る 。

　 タ ス ク ・チ
ー ム は 、 代 表 と な る機関の もと 、

メ ー リン グ リス トを通 じて 参

画 を意思 表示 した 複数 の メ ン バ ーが 集 い 実質的な作業を進 め るが 、 そ の 過程

で は ネ ッ トワ
ー ク 内の 幅広 い 協働 を 進め る。

ニ
ー ズ分析、

ド ラ フ トの 回覧 、

コ メ ン トの 回収 、 最終校正 な ど に 至 る各段階で
、

メ
ール や ウ ェ ブ サ イ トを活

用 し、 ネ ッ トワ
ー

ク関係者 との 連携を 図る 。 協 議の 場が 持 た れ る場合もあ る。

⊥記 2 種類 の CDR もそ う した プ ロ セ ス で 作成 さ れ た 。

　現 在 は 、 「ジ ェ ン ダ ー
」 と 「教 師と そ の 他の 教育関係者 」 の タ ス ク フ ォ

ー

ス が動い て い る （図 3 − 1参照）。 な お 、 タス ク ・チ
ーム の 役割 は知 見の 開発 ・

整備 に 限定 され ず、 そ の 課 題 の ア ドボ カ シ ー活動 の 中心 体 と もな る
。

こ の ほ

か 、 ［NEE 、
　 UNESCO 、

　 UN ｝ICR の 共同事業と して 平和教 育 プ ロ グ ラ ム が進

行中で 、 当該分野 の 知見の 集積 ・整備が 行 わ れ て い る。

（3− 3− 3） ミ ニ マ ム ・ス タ ン ダー ドの 開発 と普及

　 ミ ッ シ ョ ン や 支援 ス キ ーム も異 な る様 々 な ア ク タ ーが混在す る な か
、 教育

の 質を確保 しな が ら協働 して い くた め に は 、 教育活動 に 関わ る あ る一 定の 某

準 （ス タ ン ダー ド）が 必要 と な る。 基準 を開 発す る ため に は 、 多様 な ア ク ター

が 教育 の 概念や 質的 な見地 か ら議論で き る枠組 み が 必要で あ る と の 認 識が高

ま り、 INEE は そ う した要請を背景 に構築 さ れ た 。

　INEE は 、 緊急時や 復興期 に もす べ て の 人 の 教育の 権利 が 保障 され
、 良質

の 教育へ の ア ク セ ス が 確保 され る た め に 満た さ れ る べ き最低基準 の 開発 と普

及 に 取 り組 ん で い る 。 2003 年 に 立 ち上 げ られ た ワ
ー キ ン グ ・グ ル

ー
プ

（Working　Group　for　Minimum 　Standards　fbr　Education　in　Emergencies ） と事

務局 の 同 フ ォ
ー カ ル ・ ポ イ ン トが 中心 的役割 を担 っ て い る （図 3− 1 参照 ）。

INEE の 活動理 念 に 直結す る 中核 的な 取組で あ る。
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　 2005 年初頭 、 ネ ッ ト ワ
ー ク 関係者 そ して 世 界の 幅広 い 層 と の 共 同作業 を

経 て 取 りま とめ られ た 「緊急 、 長期 に わ た る危 機 、 復興早期 の 教育 の ミ ニ マ

ム ・ス タ ン ダー ド （Minimum 　Standards　for　Education　in　Emergencies
，
　Chronic

Crisis　and 　Early　Reconstmction）」 （以
．
ド丶 MSEE ）が リ リ

ー
ス され た 。

　 MSEE は 、 支援関係者が 、 被災国 ・ 地域 の 政府や 教育関係者 、
コ ミ ュ

ニ テ ィ

と協働 して 教育活動 を行 い
、 継続 して い くの に 必 要な ミ ニ マ ム ・ス タ ン ダ

ー

ドを示す もの で
、 被災 した 人 々 自身 に よ っ て 活用 され る こ と も意図 して い る。

表 3− 1が 示す よ うに
、 「ア ク セ ス と学習環境」；教授 と学 習 」 「教師 と そ の 他

の 教育関係者」「教育政策 と協調」 の 4 領域 と 、 そ れ らす べ て に共通 す る 重

要 な 項 目と して 、 「住民 参加」 と 「分析」 を取 り上 げて い る 。 活用の 際に は 、

人々 や子 ど もの 権利 、
ジ ェ ン ダ ー

、 障害者 や 社会的弱者 、 HIVIAIDS へ の 横

断的 な 配慮 を求め て い る 。 す べ て の 「ス タ ン ダー ド」 は内的 に リ ン ク して い

る 。 そ れ ぞ れの 「ス タ ン ダ
ー

ド」 は 、
そ の 達 成度や進捗を 測 る 質的 ・ 量的な

「指標」、 及 び 、 各指標の 補足説明や実践ガ イ ドに あ た る 「ガ イ ダ ン ス ノ ー トー1

が付記 され て い る
2
 

表 3− 11NEE ミ ニ マ ム ・ス タ ン ダー ド （MSEE ）の 概要

　 澄 べ て の領域に典通の ミニ マ ム ・ ス タ ン ダ r　 Fi
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

L一一……へ1’L −
T ．

一＝…一一
一

住民参加　　　　　　　　　　　　　　　　　分　　析 　　　　　　　　 3

ス タ ン ダード エ ：参加

ス タ ン ダー ド 2 ； リ ソ
ー

ス

　 ス タ ン ダ ード 1 ： 初期の ア セ ス メ ン ト

　 ス タ ン ダ
ー

ド 2 ：対応方略

　 ス タ ン ダード 3 ： モ ニ タ リ ン グ

ー三．竺璽 ＿ ＿＿ ＿ ＿ 」
1

　 口　 　 ；i：lil：
　　　　　　　　　 匸，

・1、li；
1
…

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、三こ，、，
4領敏 の ミ ニ

マ薊 譲 タ ン ダ L ザ 鑓、i
’

1　 、、…、．
，二

ア クセ ス と学 習環境 教授と学習
教師とその 他の

教 育 関 係 者
教育政策 と協調

一．一．一1‘
1

ス タ ン ダード 11 ス タ ン ダ
ー

ド 1 ： ス タ ン ダ
ー

ド 1 ； ス タ ン ダ
ー

ド 1 ：

平等 な ア ク セ ス 教育課程 募集 と採用 政策 の 考案 と制定

II
ス タ ン ダード 2 ：

1
　　　　　保護 と健康

ス タ ン ダ
ー

ド 2 ： 研II多
ス タ ン ダ ー

ド 3 ；指導

ス タ ン ダ
ー

ド 2 ：

　　　　 労働条件

ス タ ン ダー
ド 2 ：

　 　 　 　 計画 と実行

ス タ ン ダード 3 ：施設 ス タ ン ダード 4 ： ス タ ン ダ
ー

ド 3 ： ス タ ン ダー
ド 3 ：協調

ア セ ス メ ン ト 支援 と指導

出所 ：INEE （2004a）、 大阪大学大学院人 間科学研究科 （2006c）を 基に 筆者が 作成

　人道 ・緊 急支援で は 、 人道援助 を 行 う NGO グル ー プ と国際赤十字 ・赤新

月運動 に よ る 、
ス フ ェ ア ・ プ ロ ジ ェ ク ト 「人 道 憲章 と災 害救 援 に 関 す る最低

基準」
z4 ）

が 開発 さ れ て い る 。 憲章 は 、 紛争 や 災害で 被災 した 人 々 が 人道援 助
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か ら受 ける こ との で きる権利に っ い て 明言 し、 被 災者の 生命と尊厳を維持す

るの に 基本的に 必要 と な る もの と して 、 水 ・ 衛生 ・ 栄養 ・ 食糧 ・シ ェ ル タ
ー

・

保健 サ
ー

ビ ス を取 り上 け て い る が
、 教育 は 含 まれ て い な い （The　Sphere　Pro−

jcct　2004）。
　 MSEE は 、 人道支援や緊 急支援 に 明確 に位置づ け られ て こ なか っ

た 「教育」 に 関 す る提 言 と い う側面 も有 して い る （内海 2005 ）。

　MSEE の 重要 な特徴の ひ とっ は 、 そ の 開発の プ ロ セ ス で あ る。 世 界の 幅広

い 層 の 参画を得 て 発展 段階 的 に 進 め られ た 地域協議プ ロ セ ス で は 、 ア フ リカ 、

ア ジ ア
、 中南米 、 中東 ・ 欧州を網羅 す る 4 回の 地域協議に 51 力 国 137 名が

参加 した   こ う して 集 積 ・抽出 され た 要素や 構成案 は ウ ェ ブサ イ ト ヒで 回

覧 さ れ 、 オ ン ラ イ ン 協議 で コ メ ン トを回収 し、 さ らに 専門家 40 名に よ る最

終 的 な ピ ァ ・ レ ビ ュ
ーを経 て 取 りま と め られ た （INEE 　2004a）。 2 年に わ た

る開発 プ ロ セ ス の ダ イナ ミズ ム な様相 を本稿 で 仔細 に 捉 え る こ と は で きな い

が 、 世界 50 力 国以⊥ か ら 2
，
250 名超 の 人 々 が 参画 した 広範 で 重 層 的な 共同

作業 は 、 INEE が 取 り組 む 多様 な ア ク タ ー の コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン と連 携の 促

進 そ の もの と言 え よ う。

　MSEE の 英文原版 は 、 こ れ ま で に 冊 子 と CDR の 約 25
，
000 部が 世界 中 に 配

布 され 、 ウ ェ ブサ イ トで も入手 で き る 。 ネ ッ ト ワ
ー

ク関係者の 自発的 な協力

で 、 仏語 、 西語 、
ア ラ ビ ア 語、

ポ ル トガ ル 語 な ど に 翻訳 され て お り 、 最近 で

は 口本語訳 も完成 した
26）

。 2006 年 か らは 、 世界各地で MSEE に 関す る 研修

が実施 され て お り 、 普及 の 拡大が 進め られて い る 。

　現在 、 MSEE の 先の 改訂を見据 え て 、 支援現 場や 活用者か らの フ ィ
ー

ドバ
ッ

ク が 集 め られ て い る 。 緊急 時 や 危 機後の 状況 は そ れ ぞ れ に 異 な っ て お り、 M

SEE は 個別 の 状 況 に 応 じて 柔軟に 活用 され な けれ ば な らない
。
　MSEE が 真 に

ミ ニ マ ム な ス タ ン ダー ドと して 、 多様 性 を 尊重 す る
”

universal 　language’「

（普 遍言語） の 位置 づ けを確 立 して い くに は
、 今後の モ ニ タ リ ン グや評 価 が

重要 とな る c，

（3 − 3 − 4） ア ドボ カ シ ー

● 2005 年 9 月 2正日付 け ：INEE メ
ール 配信

　先週 、 国連本部 （NY ） で 開催 さ れ た 世界 サ ミ ッ トは 、 そ の 成果文書 （パ

ラ グ ラ フ 118） に お い て
、 『…　　武力紛争 に お け る 児童 に対 す る 、 リハ ビ

リテ
ー

シ ョ ン 及 び社会復帰 の た め の
、 教育 を 含む 時宜 に か な っ た効果 的な 人

道支援が 確実 に 行 なわ れ る よ うに す る と の コ ミ ッ トメ ン トを再確認 す る』 と

明言 した 。 こ れ は
、 INEE 事務局 と ネ ッ ト ワ

ー
ク関係者が 、 1司サ ミ ッ トに 向

けて 半年以 Lをか けて
、 紛争 の 影響 を受 け る 子ど もの 保護 と教育 の 権利に っ
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い て 、 国連諸機関や 各国 首脳陣 に 働 きか け て きた 結果 で あ る …　　 。

　 こ れ は 2005 年秋の INEE メ ー ル 配信の 情報 で あ る
。
　 INEE は 緊急時や危機

後の 教育 の 重要性 を訴 え 、 教育を 人道的対応 の 柱 と して 明確に 位置付 け る こ

と 、 人道支援や 緊急支援 に お け る教育分野 へ の 支援拡大を 呼び か け て い る 。

そ の 一 環 で 行 わ れ た ロ ビ ー活動 が 功 を奏 し 、 2005 年世 界サ ミ ッ トで は ヒ記

の よ うな 国際社会の 政治的 コ ミ ッ トメ ン トが 確認 さ れ た 。 同表明を受 け て 、

国際社会の 取組が加速 す る こ とが期待され て い る 。

　支援 の 拡大 を求め る動 きで は 、 国 際 イ ニ シ ア テ ィ ブ との 連携 が 強 ま っ て い

る
。

2002 年よ り世 界銀 行の 主導の もと 、 EFA フ ァ ス ト ・ ト ラ ッ ク ・ イ ニ シ

ァ テ ィ ブ （EFA 　 Fast．Track　 Initiativc、 以 ドFTI） と い う取組が 始 ま っ て い る 。

FTI は 「ダ カ ー ル 行動枠組 み 」 や 「ミ レ ニ ア ム 開発 目標」 に掲 げ られ て い る

2015 年 ま で の 無償初等 教育 の 完全 普 及に つ い て
、 対外援助な しに は 目標達

成が 困難 な国 へ
、

一一定期間、 国際社会の 支援 （財政 ・技術支援） を集 中さ せ

る イ ニ シ ア テ ィ ブ で あ る
。 最近で は 、 紛争経験国 な どの 脆弱国家 へ の FTI 適

用が 検討 さ れ て お り 、 INEE は OECDIDAC 脆弱 国家 支援検討作業部会 （OE

CDIDAC 　Fragile　States　Service　Delivery　Working 　Group ） と と もに こ の 議論

に 加 わ っ て い る 。

　INEE の ア ドボ カ シ
ー

は 、 国際 レ ベ ル
、 地域 、 国 、

コ ミ ュ
ニ テ ィ を 含む 、

あ らゆ る レ ベ ル を視野 に 入 れ る
。 世界サ ミ ッ トで の 動 きの よ う に 、 国際 レ ベ

ル で は事務 局 や
一 部の 機関 ・団体が 中心 と な りア ドボ カ シ ーが 展開 さ れ るが 、

そ う した 活動 は 、 ネ ッ トワ
ー ク とい う連帯 の 存在 に支 え られ る もの で あ る 。

被災国 ・ 地域 そ して コ ミ ュ
ニ テ ィ で は

、 現地で 活動す る ネ ッ ト ワ
ー ク関係者

が ア ドボ カ シ
ー

活 動 の 積極 的 な卞 体 と な る 。 先述 の MSEE は ア ドボ カ シ ー

や政策提言 と して の 側面を も っ て い る
。

MSEE の 活用は 、 緊急 時や 危機後 に

もす べ て の 人の 教育 の 権i利が 保障 され る こ と を提 唱 （advocatc ）す る最 た る

活動 と位置づ け られ る 。 こ の よ うに 重 層的な ア ドボ カ シ
ー

活 動 を展 開 で き る

の は 、 多様 な ア ク タ ー の 連帯 で あ る INEE の 強み だ と言 え る
。

4 ，考察

　情報通信技術 の 急 進 は 、 拡散 して い た知見 、 形態 も異 な る大量の リソ
ー

ス

を 、

一
箇所 に 集め

、 体系的 に 整 備す る こ と を可能 に した
。

そ して 、 世 界中 に

散 らば る機関 ・団体、 人 々 を 物理 的な 空間を越え て 結 び つ け る よ う に な っ た 。

ウ ェ ブ サ イ トや メ
ー

リン グ リス トを活用 する極 め て 現代的な 形態の INEE は 、

ネ ッ ト ワ
ー

ク 関係者 と の 直接的な コ ン タ ク トが 限 られ る代わ りに 、 ネ ッ ト ワ ー
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ク ・ コ
ー

デ ィ ネ ー タ ーな ど の 事務局機能 を充実 させ
、 また研修や 協議の 場 を

持 ち な が ら 、 情報の 流 れ に 双 方向の ベ ク トル を持 た せ て い る 。 そ の こ とが 、

ネ ッ トワ
ー ク と い う連帯 の ダ イ ナ ミ ズ ム な様相 を生 み 出す こ とに 繋が っ て い

る。

　 支援内容の 質的 な 議論 、 知見の 集積 と体系的整備 、 そ の 普及 と実践 そ して

フ ィ
ー

ドバ
ッ ク へ と

、 発足 か ら 5 年 を経た INEE の 活動 に は ひ とっ の サ イ ク

ル が 出来っ っ あ る 。 国 際社会 に よ る緊急 復興教育支援 へ の i備え 」 （Preparc−

dness） と 「対応力」 （Readincss）を高め る上 で も重要な役割 を担 うよ うに な っ

た
。 INEE は 、 多様 な ア ク タ ーの 多元的共存 を 可能 と す る ネ ッ ト ワ

ー
ク の 利

点を 活か しな が ら、 協働 で き る 空間を広 げ て い る と言 え よ う。 INEE は そ の

空間を さ ら に 拡大 し
、 また 深化 させ て い か な くて は な らな い

。 紛争等 に よ っ

て 引 き起 こ され る悲 劇的 な状 況 は後 を絶 た な い
。 そ の た め に は 、 今後 、 INE

E の 取組 に お い て 次 の 3 っ の 要素が 重視 され る べ きと考 え る 。

　まず
一

点目に
、 緊急 、 復興 、 開発 へ と繋が る時間軸を よ り明確 に 活動視野

に 入 れて い く必 要性が挙 げ られ る 。

　緊急 時や 復興早期の 教育活動 は 、 生命 を救 い
、 維持 して い くこ とに 繋が っ

て い る （INEE 　 2004）。 人 々 を様 々 な危 害 か ら保護 し 、 生 き抜 くた め の 重 要

な メ ッ セ
ー ジを伝え 、 未来 に 向 け て の ヴ ィ ジ ョ ン や希 望 を 提供 して 命を維持

して い く （ibid）、 人 間 の 生 命活動 に 関わ る重要 な 役割 を も っ て い る。 そ の

よ うな 状況下で の 教育は 、 肉体的 ・心理 的な 重度 の ス ト レ ス に 曝 され た 子 ど

もや 家族 、 教 員た ち に
、 あ る種の

”
normalcy

”
（落 ち着 き） を もた らし、 心 の

痛み を緩和す る心理 社会 的サ ポ ー
トで もあ る 。

　緊急時や 復興早期 の 教育活動で は 、 こ う した 喫緊 の 課 題 へ の 対応 とと もに 、

そ の 先 を 見据え る中長期 的な視点が 必要不 可欠で あ る。 人 々 や 子ど もの 教育

の 権利 を保障 し 、 緊急 的 な ニ ー ズに 応 え なが ら、 安定 した 社 会や平和 な 国 づ

く りに 向 けた 教育基盤 を構築 して い か ね ば な らな い
。 教育 は人 々 の な か で 、

社会 に お い て
、 内的連続性 を も っ て い る （デ ュ

ー イ 1975）。 人 々 は教育 を通

じて 、 対話 と協調 に よ る生 き方を身 に っ け 、 文化 ・宗教 ・ 民族 な ど の 違 い に

囚わ れ ず 、 彑い に支 え あ う平和な 社会を築 い て い かね ば な ら な い
。

　INEE は 発足以降 、 人道 ・緊急 支援 に お け る教育分野 へ の 支援拡 大 を訴 え

て きた
。 緊急 時や 危機後 の 教育 の 重要性 に つ い て 国際社会の 認 識 は徐 々 に 高

ま っ て きて い る 。 今後 は 、 緊急 的な 教育対応 に 復興 ・ 開発 の 視点を取 り入れ

る必要性 を 、 ネ ッ ト ワ
ー

ク 関係者 そ して 国際社会 に 浸透 さ せ て い く必 要が あ

る 。 平和 を実現 して い くた め の 教育基盤 の 形成は
、 緊急時や 復興早期 の 教育

活動 に お い て 既 に 始 ま っ て い る こ とが 広 く認 識 さ れ な くて は な らな い （UN
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ESCO 　2000b ；Smith　and 　Vaux 　2003）。

　
’
r．点 目に

、 分野 横断的な 広が りを意識 しな が ら、 緊急時や 危機後の 復興過

程で の 教育活動 に お け る 不均衡や 偏重 の 是 正 に む け て 取組 を強化 して い か な

くて はな らな い
。

　INEE は 現行 の 支援 で 軽 視 さ れ て い る領域 や課 題 に つ い て 、 ネ ッ トワ
ー ク

関係者 と連携 して 、 国際社会の 問題意識を 高 め て 行動 を促 して い く必要が あ

る 。 無論 、 ネ ッ ト ワ
ー

ク 内で の 働 きか け も重 要で あ る 。 具休的に は 、
ジ ェ ン

ダー
、 障害者 、 社会的弱者 な ど 人 々 に 関わ る 教育の 不 均衡や 、 基礎教育 へ の

重度の 偏重 な ど が 挙 げ られ る。
こ れ らの 領域や課題 に っ い て 、 INEE は 従来

か ら問題意 識を も っ て 取 り組 ん で きて い るが 、 今後 さ らに そ の 取組を 強化 し

て い くこ とが求め られ る 。

　緊急復興教育支援 に お い て は 、 教育 の 二 面 性 、 す な わ ち 、 教育は 辛苦の 淵

に あ る人 々 に希望 を与 え 、 社会の 統合を促 し 、 復興 へ の 原 動 力 に な る
一

方で 、

公正 さ や バ ラ ン ス を欠 い た 教育 シ ス テ ム が 社会不和や 格差 を助長 す る な ど、

教育が 紛争の 直接的 あ る い は 間接 的 な誘 因 と もな り う る負 の 側面を併ぜ もっ

こ とを忘 れ て は な らな い
。 安定 した 社会や 平和 な国づ くりを 目指す うえ で 、

公平 な 教育機会の 提供や バ ラ ン ス の と れ た 教育基盤の 再建 は必須で ある 。 多

様な ア ク タ ーの ネ ッ ト ワ
ー クで あ る INEE は 、 その 連帯の もと に 、 横断的な

視野か ら国際社会に 対 して 支援の 充実 を はか っ て い く重要性 を訴え る こ と が

で き よ う し、 また 、 そ う した取組 は国際的 ネ ッ ト ワ
ー クと して の 責務で あ る 。

　二 点 目に 、 多様な ア ク タ ーの 協働 に お け る 多様性 の 尊重 に っ い て 、 そ の 重

要性 を あ ら た め て 諸 活動 の 念 頭 に 据 え る こ とが挙 げ られ よ う 。
こ れ は 、 INE

E が開発 した MSEE （ミニ マ ム ・ ス タ ン ダ
ー

ド）に 関わ っ て くる課 題 で もあ る 。

　MSEE の 普及 と と もに 、 実際 に フ ィ
ール ドで 活用 され た 例な ど の 集積が 進

め られ て い る 。 例 え ば 、 イ ラ ク で UNESCO が MSEE を基軸 に 教育 プ ロ グ ラ

ム を 企画立案 した 事例 、

パ レ X チ ナ で 教育官庁 と ドナ
ー

の 政策協調 に お い て

MSEE の ス タ ン ダー ドが取 り入れ られ た 事例 、
ス

ー
ダ ン で の USAID と国 際

NGO に よ る 基 礎教育 プ ロ グラ ム の 骨子 に MSEE が 適用 さ れ た例、 ま た複数

の 国で 教育官庁 や ドナ ー に よ る セ ク タ
ー分析 に 活用 され た例 な ど 、 教育プ ロ

グ ラ ム の 企画立案 、 実施 レ ベ ル か ら政策 レ ベ ル ま で 、 様 々 な 次元で の 活用例

が報告 さ れ は じめ て い る。

　 MSEE は 多様 な ア ク タ
ーが 緊急時 や 復興早期の 教育活動 に 取 り組 ん で い く

際の 共通 の 始点 （common 　ground）で あ る。
コ ミ ュ ニ テ ィ や 人 々 の 参画 、 既

存の 社会 シ ス テ ム や ロ ーカ ル リソ
ー

ス の 活用 な ど 、 教育活動 に お い て 被災国 ・

地域の 社会文化 的な 文脈 を重視す べ きで あ る とい うメ ッ セ ー ジが込 め られ て
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い る 。 緊急時 や 危機後 の 状況 は そ れ ぞ れ に 異な っ て お り 、 MSEE は 個別 の 状

況 に 応 じて
、 柔軟に 活用 さ れ な け れ ば な らな い

。 MSEE が 多様 性 を尊重す る
”

universal 　language”

（普遍 言語 ） とな る に は、 現 在集積 さ れ て い る 事例 の 分

析 、 質的 ・量的検証 な ど 、 評 価や モ ＝ タ リ ン グが 非常に重 要 で あ る
。

　INEE は 現在 、 ネ ッ トワ
ー

ク 関係 者が地域性 や 文化圏 に 根 ざ した 活動を展

開 で き る よ う に 、 地域 ネ ッ ト ワ
ー

ク （Regional　Nctwork） の 形成 を 進 め て い

る
。

こ れ まで に 中南米地域 ネ ッ ト ワ
ー

ク
、 仏語圏地域 ネ ッ トワ ー ク が iZち ト

げ られ て い る 。 今後 、
こ う した 活動 が 活 発 に な り 、 多様な ア ク タ ーの 協働に

お け る 多様 性 の 尊重 が 助長 され る こ とが 期待 され る 。

　国際社会 に よ る緊 急復興教育 支援 は 、 試行錯誤 、 経 験 の な か に 教訓 を見出

しなが ら 、 グ ッ ド ・プ ラ ク テ ィ ス を 一
っ ひ とっ 積み 上げて い る過程 に あ る 。

緊急的な支援 が必要 と され る段階か ら、 復興 そ して 開発 へ と繋が っ て い く長

い 時間軸 に お い て 、 緊急時や 危 機後の 教育活動 が の ち に与え る影響 は計 り知

れ な い
。 そ れ 故 に 、 INEE に 寄せ られ る期待 は大 きい

。

　発足か ら 5 年、 INEE を通 じた多 様 な ア ク ター
の 協働 は 、 ネ ・

ソ ト ワ ー ク を

緩 や か で は あ るが 、 強 固な連携の ツ
ー

ル と して 、 支援の 現場 そ して 国際社会

に 作用 して い る
。 今後 さ らに 多様 な ア ク タ ー

の 協働が 推進 さ れ る た め に も 、

ネ ッ ト ワ
ー

ク の 求心 力が維 持 されて い か な けれ は な ら な い
。

【注 】

1）Stoc  01m 　 lntemational　 Pcace　 Research　 lnstitute．2004．　 SIPRI　Yearbook

　 2004．Oxford　University　Press．　P．132．本 デ ー タ で は大 規 模 な 武 力紛争

　 （major 　anned 　conflicts ） を
”

単年 の 死者が 】000 人E／．．f二”

の
”

政府間の 武

　 力紛争
”

も し くは
”

少 な くと も一 方 が政 府の
、 2 つ の 組織化 され た 軍 事

　 グ ル ープ の 武力衝突
”

と定義す る 。 統計数値 は 紛争 の 定義 に よ っ て 異な っ

　 て くる 。

2） UNESCO の ウ ェ ブサ イ トを参照

　 ［http：／1portal．unesco ．org ！education ！cn ！ev ．php］（Accesscd　July　20，
2006）

3）難民 の 地位 に 関す る条約 （1951）、 経済的、 社会的 お よ び文化 的権利 に

　 関す る国際規約 （1966）、 女子 に 対す る あ らゆ る形態 の 差別 の 撤廃 に 関

　 す る 条 約 （1979）、 児 童 の 権利条約 （1989）、 万 人 の た め の 教育宣 言

　　（1990）・ ダカ ー ル 行動枠組 み （2000）、 ミ レ ニ ア ム 開発 目標 （2000） な

　 どが 挙 げ られ るが 、 こ れ らに 限 られ る もの で は な い
。

4）UNESCO 、　 UNICEF
、　 UNDP 、 世界銀行 の 共催 で 、 1990 年 3 月 5〜 9 日 、

　 タ イ の ジ ョ ム テ ィ エ ン で 開か れ た
。 国家元首や閣 僚級を 含む 150 力 国以
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　　一ヒの 政府代表団 、 20 の 国際機関 や 150 を超え る NGO 団体が 集結 した 。

5） ジ ョ ム テ ィ エ ン 会議 で は 、 2000 年 ま で に 初等教育 （も し くは 各国が 某

　　礎 と み なす レ ベ ル 以 L の 教育） へ の ア ク セ ス と 修 了の 普遍 化 、 2000 年

　　まで に 成人 （特 に 女性）の 非識字率を 1990 年時よ り 半分に 削減 、
な ど

　　の 日標 が設 定 さ れ た （UNESCO 　 l990a）。

6）黒 田 、 横 関 （2005） は 、 60〜 70 年代 か ら
、 教育経 済学や 人的資源論 、

　　ベ ー シ ッ ク ・ヒ ュ
ー

マ ン ・ ニ ー ズ な ど の 諸説 に お い て 基礎教育が 重 視 さ

　　れ て きた 流れ に あ っ て 、 こ の EFA に 至 っ て 、 開発 ア プ ロ ー チ （最大 の

　　社会的収益率 、 投 資効果が 期待で きる サ ブ セ ク タ
ー と して の 基礎教育）

　　と人権 ア プ ロ ー チ が 合致 し、 基礎教育 の 重視 とい う政策的優先課題 が 前

　　面 に 押 し出され た と す る
。

7）内海 （2001） は同会 議 の 意義に っ い て 、 教育協 力の 立場か ら 、   基礎教

　　育 の 完全普及 が 「理 念」 か ら 「政策 目標」 へ と転換 した こ と 、   基礎 教

　　育 の 普及 が か っ て の 開発途上国の 自助努力 だ けで な く、 国際的な協調援

　　助 を 前提 と した 開発計画 の 中で 実 施 され る起点 とな っ た 、 こ と を 挙 げ

　 　 る。

8） 1996 年 6 月 16〜 19 日 、
ヨ ル ダ ン の ア ン マ ン で 開催 さ れ 、 73 力 国の 政府

　　代表 、 国 際機 関や NGO 等 が 参加 し、 各国 の EFA 推 進 の 中間 評 価 と 今

　　後 の 方策 を協議 した。

9） 1996年 、 カ ナ ダ政府 は 「カ ナ ダ平和構築 イ ニ シ ア テ ィ ブ」 を発表 し 、

　　世界 に 先駆 けて 平和構築を政策目標に掲げた
。

カ ナ ダ外務国際貿易省ウ ェ

　　ブ サ イ ト 参 照 。 ［http：〃www ．dfait−maecLgc ．ca／canada − un ！ottawa ！policy1・］

　　（Accessed　April　 202006 ）

10） 1989 年 11 月 20 日 に 国連総 会で 全 会
一

致 に よ り採択 さ れ 、 1990 年 9 月

　　2 日 に 発効 した。 2006年 7 月現 在 、 締約 国 ・ 地域数 は 192、 未締約国 は

　　米国 と ソ マ リア の 2 ヶ 国 （条約 に 署 名 し た が 、 批准 して い な い ）。 締約

　　国 は条約の 実行と進捗状 況報 告の 義務が あ る 。

ll）国連総 会 は 1993 年 、 児童 の 権利委員会 の 勧 告 に 基づ き、 国連 事務 総長

　　に 専 門家 を指名 し、 武力紛争が子 ど もに 及ぼ す影響を 調査 し提言す る こ

　　と を求 め た （Protection　 of 　children 　 affected 　 by　 armed 　 conflicts ．　 AIRES1

　　481157
，
December 　201993 ．）。 1994 年 6 月に 当時の ブ ト ロ ス ＝ ガ リ国連

　　事務 総長 か ら任命 を 受 け た グ ラ サ ・ マ シ ェ ル 女史が
、 国連人権委員会や

　　UNICEF と共 同実施 した調査 や協議を基 に まと め た 報告書 で あ る 。

12）政府 や コ ミ ュ
ニ テ ィ な ど 履行義務 を負 う者が 権利 の 要求に 応 え よ う と し

　　て も 、 十分 な対応能力 を持た な い 場 合 、 そ の キ ャ
パ シ テ ィ を強化す る支
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　　援 も重要 と な る （勝間 2005）。

13）在 任 中 に 出版 さ れ た 同 女 史 の 代表 著 書 、 Education　 Denied： Costs　 and

　　Remedies は 、 教育 の 権利 に っ い て 教育 、 開 発 、 人 権の 各領域か ら歴 史

　　的考察 と事例検証 を行い
、 同権利の 実現 へ の 重 要課題 を提起 して い る 。

　　2004 年 、 後継 に Mr ．　Vernor　Munoz 　Villalobosが 就任 して い る 。

14）2005 年 10月 、 筆者が UNHCR 本部訪 問時 の 教育 シ ニ ア 担 当官 Ms ．　Nemia

　　TempQra1 及 び教 育担 当官 Ms ．　Natalie　Meynet との 而 談 で も同様 の 見解

　 　が示 され た 。

15） 1995 年 、 第 4 回世 界女性会議 で 採択 さ れ た 「北 京行動綱領．1 は 「女性

　　と男性の 平等は 、 人権 の 問題で あ り 、 社会正義 へ の 条 件で あ り、 また
、

　　平等 、 開発 お よ び平和 へ の 必要 か っ 基本的 な 前提条件で あ る」 と した
。

　　こ う した 国際合意の 形成を背景 に 、 国際社会で は 、 人権 の 実 現 と して 、

　　女性 の エ ン パ ワ
ー

メ ン トや ジ ェ ン ダ
ー
平等 の 推進 が 活発 に な っ た 。

16）UNESCO 、
　 UNICEF 、

　 UNDP
、 世界銀行、

　 UNFPA （国連人 口 基金） の 5

　　機関共催で
、 2000年 4 月 26 〜 28 日 、 ア フ リカ の セ ネガ ル の 首都 ダカ ー

　　ル で 開か れ た 。 181力 国 の 国家 元 首や 政府代表、
31 の 国際機関や NGO

　　等か ら約 1，500名が参加 した 。

17）具体的 目標 と して 、   就学 前教 育 の 拡 大 ・改 善 、   2015 年 ま で に す べ

　　て の 子ど もの 良質 な無償 初等教育へ の ア ク セ ス の 確保 、   青年 ・ 成人の

　　学習 ニ ー ズの 充足 、   2015 年 ま で に 成 人識字率 （特 に 女性） の 5  ％改

　　善 と成人 の 基 礎教 育へ の ア ク セ ス の 平等 の 確保 、   2005 年ま で に 初等

　　中等教育 に お ける 男女格差 を解消 、 2015 年 ま で に 教育 の 場 に お け る男

　　女 平等 の 達 成 、   読み 書 き、 計算及 び基 本的な生活技能習得 な ど 教育の

　　あ らゆ る面 に お け る質 の 向上 、 が 設 定 さ れ た （UNESCO 　 2000a）。

18） ジ ョ ム テ ィ エ ン 会議 や 了ど も世 界サ ミ ッ トの 流れ を汲 み 、 E−9 サ ミ ッ ト

　　（1993）、 世 界人 □ 会議 （1994）、 世界社会開発サ ミ ッ ト （1995 ） な ど 、

　　数 々 の 国際会議 が 教育を 重要議題 と して 取 り上 げ た 。 1995 年の 第 4 回

　　世界女 性 会議 で は 、 女子 ・ 女性 の 教育機会の 促進 や 難民 ・国 内避難民 の

　　教育 に お い て ジ ェ ン ダ ー の 視点 を主 流化す る こ と が 提起 され た 。 1996

　　年 に は 、 OECD ！DAC で 「新開発戦略」 が 採択 され
、 2015年 ま で の 初等

　　教育 の 完全 普及 と 2005年 まで の 初等 中等教育 の 男女間格差の 是 正 が 、

　　国際社会 の 開発 目標 に 設定 さ れ た 。 「ダ カ ー ル 行動枠組み 」 は こ う した

　 　動向が総括 さ れ て い る 。

19） SIDA と UNESCO の 主 導 で 、 同分 野で 活動 す る 国連 7 機関 、
　 NGOII 団

　　体に よ る タ ス ク ・ チ
ー ム が 約 1年を か けて 準備 した 。 ケ ー ス ス タ デ ィ 、
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　　主要機関 の 政策分析、 支援現場か らの フ ィ
ー ドバ

ッ クを 基 に ま とめ られ

　 　 て い る 。

20） 女子 教育 、 就学前ケ ア ・教育、 HIVIAiDS な ど 、 9 っ の イ ニ シ ア テ ィ ブ

　　 が z？1ち ．ヒげ られ て い る （UNESCO 　 2004）。

21）筆者 が INEE メ
ー リ ン グ リ ス トで 受 け 取 る情報 を種類別 に 整理 した （期

　　 間 は 2005 年 9 月か ら 2006 年 8 月まで ）。

22） INEE に よ る知 見 の 集積 は 、 1995 年に USAiD の 支援 で 米 国 ピ ッ ツ バ ー

　　 グ大 学教育学部 lnstitutc　 of 　Intemational　Studies　in　Educationで 開始 され

　　た GINIE 　project（Gl。bal　 Information　 Networks　 in　 Education） を 、 2001

　　年頃か ら段階発展 的 に 引 き継 ぐ形で 進め られ て きた 。 GINIE （http：〃ww

　　w ．ginie．org ／） は 当初 、　 USAID が行 う教育 支援 に供 す る意 味合 い が 強か っ

　　 た が 、 後 に は 、 世界銀行 、 UNESCO 、
　 UNICEF 、

　 UHNCR 等と も連携が

　　 もた れ 、

一
般 に 広 く活 用 され て い た 。 2003年 に INEE に 完 全 シ フ ト し

　　て お り、 従前 よ り体系的整備の 面が 強化 さ れ て い る
。

23） 脳 EE の ミ ニ マ ム ・ス タ ン ダ ー
ドに っ い て 検討 し た論 文 に 内海 （2005）

　　が あ る
。

ス タ ン ダ ー ド
、 指標 、 ガ イ ダ ン ス の 使 い 方 に っ い て も例 を挙 げ

　 　 て 紹 介 して い る。

24） ス フ ィ ア ・ プ ロ ジ ェ ク トは 、 1997 年 に 開始 され 、 人道憲章 の 枠組 み を

　　作 り、 5 っ の 主要 な セ ク タ ーに っ い て 救援 の 際 に 達成す べ き最低基 準 を

　　定 め た
。 そ の 流 れ で 、 2000 年 に ス フ ィ ア ・ ハ ン ドブ ッ ク の 初版が 発 行

　　 され 、 2004 年に は改訂 版が 発行 され て い る。

25）地域協 議 に 先立 ち 、 47 力 国で llO を超 え る 国 ・地方 ・準地域 レ ベ ル の

　　協議 を実施 し 、 情報 や デ ー タが収集 され た。 政 府 、 国連関係者 、 援助機

　　関 、 研究者 、 国際 ・ 地元 NGO 、 被災 した コ ミ ュ
ニ テ ィ の 代表 や 教育関

　　係者 な ど 、 約 1900 人 が参 画 した （INEE　2004a）。

26） MSEE の 日本語訳 は大阪大学大学院人 間科学 研究 科 国 際協 力論 講座 に て

　　行わ れ た 。 INEE ウ ェ ブサ イ ト上で 公開 され て お り 、 印刷版 の 冊子 も作

　　成 され て い る 。
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Education Responses in Emergency and

Reconstruction and  Inter-Agency Network

  for Education in Emergencies (INEE)

                TSUBUKI,  Naoko

(6raduate School of  Human  Sciences, Osaka University)

                              Abstract

  Amied  confiict  presents the world  with  the one  of  its most  fbrmidable

obstacle  to education  and  development. Threugh  the discussions and  experiences

in 1990's, international community  has come  to take active  responses  to

conflict-affected  people to ensure  their rights  of  education,  In emergency  and

reconstruction  phases, various  actors  such  as  the UN,  humanitarian agency,

development aid organization,  NGO  are working  around  with  different missions,

schemcs  and  time frame. In 2000, INEE is established  as intcr-agency network

in order  to promote collaboration  amongst  those  actors. INEE's main  networking

vchicles  are  its website  and  list-serve, Through communication,  information

management  and  dissemination, resource  devetopment and  the distribution of

materials,  advocacy,  develepment of  minimum  standards,  INEE  promotes impro-

ved  collaboration  and  effk]ctiveness  in education  response  in emergency  and

reconstruction,  To  cultivate  a dynamic network  and  facilitate further contribution,

particular points need  to be much  more  aware  of  and  addressed  in INEE's

future activities and  programs: to see  the  early  response  as  a  critically  important

dimension of  national  reconstruction;  to identify and  take necessary  means  for

unmet  needs  and  imbalance of  current  response  by intemational community;  to

facilitate values  ofdiversity  in collaboration  amongst  various  actors  and  confiict-

affected  community  and  people,

Keywords  l conflict, education  responses  in emergency  and  reconstruction,

          INEE,  various  actors,  collaboration
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